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（午前１０時００分 開議） 

議長（土屋 進君） 

 ただいまの出席議員は全員です。 

 会議に先立ち、ご報告いたします。 

 全員協議会の日程について、町執行部からの要請があり、昨日、議会運営委員会

を開催し、本日の本会議終了後と最終日、１６日の本会議終了後の２日に分けて全

員協議会を開催することに決定されました。ご了承願います。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。 

 日程第１、認定第１号、平成２７年度東庄町一般会計歳入歳出決算認定について

から、日程第８、認定第８号、平成２７年度東庄町国民健康保険東庄病院事業会計

決算認定についてまで、以上、８案を一括議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（土屋 進君） 

 本決算について提出者から説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、ただいま一括議題となりました認定第１号から認定第８号まで、一般

会計ほか特別会計５件及び企業会計２件、合わせて８会計の平成２７年度決算につ

いて、その提案理由を申し上げます。 

 なお、地方自治法第２３３条第３項並びに地方公営企業法第３０条第４項の規定

に基づき、監査委員さんの意見を付してございます。よろしくご審議をお願いいた

しまして、認定くださるよう、お願い申し上げる次第でございます。 

 最初に、認定第１号、平成２７年度一般会計の決算について申し上げます。 

 平成２７年度の一般会計当初予算は、歳入歳出それぞれ５０億４，１００万円で

したが、３億７，６４１万８，０００円の追加補正の結果、最終予算は５４億１，

７４１万８，０００円となり、前年度からの繰越事業費繰越額２億２，６２０万４，

０００円を加算しますと予算現額は歳入歳出それぞれ５６億４，３６２万２，００

０円となりまして、平成２６年度の予算現額は５１億３，１５３万１，０００円で
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したので、比較しますと５億１，２０９万１，０００円の増となっております。 

 続いて、歳入歳出の決算状況でございますけれども、歳入においては５７億２，

１０３万２，０００円が収入されております。前年度比４億７１４万円、７．７％

の増となっております。このうち町税などの一般財源は４３億４，４９５万１，０

００円、歳入に占める比率は７５．９％、分担金及び負担金等の特定財源は１３億

７，６０８万１，０００円、歳入に占める比率は２４．１％となっております。 

 一方、歳出では５１億９，８５６万１，０００円が執行されており、前年度と比

べ、５億１，９９３万円、１１．１％の増となっております。 

 歳入から歳出を差し引きました形式収支は５億２，２４８万１，０００円となり、

繰越明許により翌年度へ繰り越すべき財源が７，３５８万円でしたので、実質収支

は４億４，８９０万１，０００円となりました。 

 決算の増額につきましては、町制施行６０周年記念として安全安心のまちづくり

事業を前倒しで実施したことや、プレミアム付商品券発行といった地方創生関係事

業を実施したことによるものでございます。 

 次に、歳入歳出それぞれ特出されるものを申し上げます。最初に歳入でございま

すけれども、町税全体の決算額は１４億３，２４１万８，０００円となっておりま

す。町税につきましては、平成２５年度、２６年度と増加してまいりましたけれど

も、平成２７年度は３，９１６万１，０００円、２．７％の減となりました。 

 次に、地方譲与税ですが、決算額は８，９５８万１，０００円で、前年度と比較

して４０５万４，０００円の増となっております。 

 次に、利子割交付金から地方特例交付金までの７件の交付金でございますけれど

も、地方消費税交付金、自動車取得税交付金と地方特例交付金が増加となりました

が、他の４件は減となっております。なお、減となった交付金のうち利子割交付金、

配当割交付金及び株式等譲渡所得割交付金、これらは国税を県が配分し、町に交付

する交付金でございますけれども、県の算定誤りによりまして、平成２６年度の途

中から過大に交付されていたことが平成２７年度に判明をいたしました。過大交付

金の返還として、平成２７年度の交付額から相殺されることになり、過大交付され

た合計２，３９２万円のうち１，５９２万９，０００円が相殺をされました。なお、

残りの７９９万１，０００円は、平成２８年度交付額から相殺されることとなって

おりますが、このような理由によりまして、今回、減額となった次第でございます。 
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 次に、地方交付税ですが、普通交付税額が増額、特別交付税が減額となり、結果、

前年度と比べ、２，７４４万円の増、１７億９，９００万３，０００円となってお

ります。 

 次に、分担金及び負担金でございますけれども、保育所保育料負担金や学校給食

費負担金が減額となったことから、前年度と比較しまして１，６０７万４，０００

円の減、１億１２３万３，０００円となっております。 

 続いて、国庫支出金でございますけれども、地方創生関係交付金や学校施設環境

改善交付金により、１億１，４０６万７，０００円増の４億８，３４３万５，００

０円の決算となっております。 

 次に、県支出金でございますが、公共施設再生可能エネルギー等導入事業補助金

やプレミアム付商品券市町村交付金により、５，７３１万４，０００円増の３億５，

２０９万７，０００円となりました。 

 次に、寄附金についてでは、ふるさと納税が増加したことによりまして、前年度

と比べ３５万５，０００円増の３３６万円の決算となっております。 

 次に、繰入金ですが、食肉センター特別会計繰入金が減額となったことにより、

前年度より６８１万円減の２，１７６万４，０００円となっております。 

 次に、繰越金でございますけれども、前年度と比べて１，２７２万３，０００円

減の６億３，５２７万１，０００円の決算となっております 

 次に、諸収入でございますが、プレミアム付商品販売金が雑入となったことによ

り、８，０１４万４，０００円増の２億４，８３６万４，０００円となりました。 

 歳入の最後でございますが、町債は臨時財政対策債と屋内運動場非構造物耐震化

事業債の借り入れを行い、前年度より１億３，１８０万円増の２億３，１８０万円

となっております。 

 続きまして、歳出決算について、増減額の大きなものを申し上げます。 

 初めに議会費でございますが、議員共済負担金の増があったことにより、前年度

と比べ６７６万９，０００円増の１億１０５万８，０００円の決算となっておりま

す。 

 次に、総務費でございますけれども、地方創生関係事業を計上したことによりま

して、前年度比１億４，０４７万７，０００円増の７億８，８２２万６，０００円

の決算となっております。 
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 次に、民生費でございますが、国民健康保険特別会計繰出金、保育事業委託料の

増加により、前年度と比較し２，４７９万６，０００円増の１３億７，７４９万４，

０００円の決算となりました。 

 次に、衛生費でありますが、町保健福祉総合センターに設置しました災害対応型

太陽光発電システムの整備工事によりまして、前年度と比較して２，３５３万２，

０００円の増。決算額は６億３，０５８万９，０００円となっております。 

 次に、農林水産業費では、新規需要米と補助金の増、農村地域防災減災事業調査

計画委託料の新規計上によりまして、前年度と比べまして３，９７５万８，０００

円増の１億９，１５１万３，０００円となっております。 

 次に、商工費では、企業誘致奨励金が減少したことによりまして、前年度比１０

２万１，０００円減の１億４４３万２，０００円となっております。 

 次に、土木費でございますけれども、町制施行６０周年記念として、安全安心な

まちづくり事業を前倒しして実施したことによりまして、前年度比１億７０６万４，

０００円増の決算額では５億６，２６１万９，０００円となっております。 

 次に、消防費でございますが、常設消防、非常備消防とも増額となったことによ

りまして、前年度比７４２万８，０００円増の２億６，２４４万９，０００円の決

算となっております。 

 次に、教育費でありますが、小中学校の屋内運動場非構造物耐震化工事を実施し

たため、前年度と比較し１億８，５７７万５，０００円増の６億２，２６７万７，

０００円となっております。 

 その次でありますが、災害復旧費でございますけれども、大きな災害がなかった

ため、事務費関係のみで１万４，０００円となっております。 

 次に、公債費でございますけれども、借入抑制によりまして、前年度比１，６０

６万４，０００円減の４億５，３０９万１，０００円となっております。 

 歳出の最後でございますが、諸支出金でございますが、東庄ふるさと応援基金積

立金の増によりまして、前年度と比べ１４１万８，０００円増額の１億４３８万９，

０００円となっております。 

 以上、一般会計決算の主なものにつきまして申し上げました。 

 次に、認定第２号、国民健康保険特別会計の決算について申し上げます。 

 歳入歳出は２６億６，１５８万３，０００円で、前年度より４億２７７万円増の
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一方、歳出総額は前年度より３億８，０２２万８，０００円増の２４億７，７０５

万６，０００円で、歳入歳出差引金額は１億８，４５２万７，０００円でありまし

た。 

 次に、認定第３号の後期高齢者医療特別会計の決算でございますが、歳入総額は

１億２，２５６万４，０００円で、前年度より５１８万２，０００円の増、一方、

歳出総額は前年度より５５９万４，０００円増の１億２，２３７万８，０００円で、

歳入歳出差引額は１８万６，０００円でございました。 

 次に、認定第４号、東庄町食肉センター特別会計歳入歳出決算について申し上げ

ます。 

 歳入につきましては、主に食肉センターの事業収入となりますが、前年度と比較

をいたしますと処理頭数が１，１６０頭の増となり、歳入合計では５８７万１，０

００円減額の１億９９３万２，０００円となっております。 

 一方、歳出につきましては、事業費として８，５６７万９，０００円支出の他、

積立金として５００万円を財政調整基金として積み立て、また諸支出金として１，

０００万円を一般会計繰出金として支出しており、歳入歳出合計では１億６７万９，

０００円となり、前年度より９６５万９，０００円の減額となっております。 

 従って、収支差し引きでは９２５万３，０００円を次年度へ繰り越すことが出来

ました。平成１９年度より指定管理者制度の導入によりまして、施設の管理運営を

食肉センター事業協同組合が実施をしておりますけれども、今後とも処理頭数の確

保に努め、食肉センターの経営安定に努力してまいりたいと考えております。 

 次に、認定第５号、訪問看護ステーション特別会計について申し上げます。 

 平成２７年度の訪問看護ステーションの導入決算の総額は３，４４８万６，００

０円、前年度比０．９％の増となりました。 

 一方、歳出決算の総額でございますけれども、２，００４万２，０００円。前年

度比１８．７％の大きな増となっております。増加の主な要因は、前年度途中から

正規職員が一人増え、三人体制となったことで人件費が増となったものでございま

す。 

 以上、差し引きの収支で１，４４４万４，０００円の黒字となっております。 

 次に、認定第６号、介護保険特別会計決算について申し上げます。 

 平成２７年度は第６期介護保険事業計画が３ヶ年の初年度でございました。高齢
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化率が進んでおり、要介護認定者数、保険給付費が年々増加をしております。歳入

決算の総額は１２億５，０８９万４，０００円、前年度比３．８％の増となりまし

た。増加の主な要因でございますが、被保険者の増加と介護保険料の引き上げによ

り、保険料収入の増加によるものでございます。 

 一方、歳出決算の総額は１１億８，３７０万１，０００円、前年度比２．４％の

増となりました。増加の要因といたしましては、全体の構成比で９３．３％を占め

る保険給付費が前年度と比較しまして１．８％の増となったほか、介護給付費準備

基金積立金として２，０００万円を積み立てたことによるものでございます。 

 以上、差し引きの収支で６，７１９万３，０００円の黒字となりました。平成２

８年度に精算を行います。実質的な余裕資金は５，０００万円程度となる見込みで

ございます。 

 続きまして、認定第７号、水道事業会計について申し上げます。 

 地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、余剰金の処分について議会に議

決を求めると共に、同法第３０条第４項の規定に基づき、決算について議会の認定

に付するものでございます。 

 まず、決算について申し上げます。収益的収入で４億２，００８万８，０００円、

収益的支出で３億４，９７７万円となり、収支差し引きでは７，０３１万８，００

０円の純利益となりました。 

 次に、資本的収支では、収入では、ゼロで建設改良費、固定資産取得費、事業債

償還金に２，４８２万１，０００円の支出となっております。この不足する額につ

きましては、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３１万８，０００円、

返済積立金６９６万７，０００円及び過年度分損益勘定留保資金１，６５３万６，

０００円で補填をしております。 

 なお、平成２７年度末におきます給水戸数は４，０４７戸、給水人口は１万２，

１５５人となっております。 

 また、当年度未処分利益余剰金純利益分の処分について議会の議決を求めるもの

でございます。 

 続きまして、認定第８号、東庄町国民健康保険東庄病院事業会計決算について提

案理由を申し上げます。 

 病院事業につきましては、毎回、医師４名の診療体制と併せて非常勤医師により
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ます整形外科、循環器内科の診療を実施しております。 

 また、介護療養型医療施設として、施設入所サービス、ショートステイ、居宅療

養管理のほか、訪問リハビリ、通所リハビリを実施しております。平成２７年度の

経営状況を見ますと、前年度に比べ、入院述べ患者数で７．８％の増、外来延べ患

者数では０．６％の増となっております。 

 決算の内容では、収益的収支の収入が１１億２，８５９万円に対し、支出が１０

億８，３９５万８，０００円で、４，４６３万２，０００円の純利益となり、６年

連続の黒字となっております。 

 次に、資本的収支でございますが、収入で６，７６９万１，０００円に対し、支

出が１億２１２万３，０００円で、不足する３，４４３万１，０００円につきまし

ては、当年度分、消費税及び地方消費税資本的収支調整額と過年度分損益勘定留保

資金をもって補填したところでございます。 

 以上、一般会計を初め８会計の決算について認定をいただくにあたり、提案理由

を申し上げました。 

 なお、詳細につきましては担当課長、事務長から説明をいたさせます。ご審議の

上、可決認定くださいますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（土屋 進君） 

 総務課長、多部田秀也君。 

総務課長（多部田秀也君） 

 それでは、私の方から平成２７年度一般会計の決算について、その内容をご説明

申し上げます。 

 説明につきましては、お手元に配付してございます決算参考資料、こちらに基づ

きまして説明をさせていただきます。 

 それでは、参考資料の１ページをお願いいたします。 

 一般会計の決算の状況でございますが、（１）の決算規模、歳入の総額が５７億

２，１０３万２，０００円。歳出の総額では５１億９，８５５万１，０００円とな

りまして、前年度と比較いたしますと歳入では４億７１４万円、率にして７．７％

の増となり、歳出では５億１，９９３万円で１１．１％の増となりました。 

 （２）の決算収支の状況でございます。 

 歳入決算額から歳出決算額を差し引きました形式収支では、アといたしまして、
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５億２，２４８万１，０００円となりました。このうち平成２８年度への繰越事業

の一般財源として、イの欄で７，３５８万円がございますので、これを差し引きま

して、ウの欄で４億４，８９０万１，０００円が実質収支の額となっています。 

 この実質収支の額から平成２６年度の実質収支の額を差し引いたものが単年度収

支としてエの欄のマイナス１億３，０８３万６，０００円となります。 

 次のオ並びに一つおいたキの欄は、財政調整基金の積立並びに取り崩しの決算で

ございまして、オの積立額は利子分を合わせまして１億９６万７，０００円、キの

積立金取り崩し額はございませんでした。 

 一つ欄を戻りまして、カ、町債の繰上償還額についてもございませんでした。 

 この結果、単年度収支の額、エに財政調整基金への積立金オの額を加えた額が実

質単年度収支、クの欄でマイナス２，９８６万９，０００円となりました。 

 それでは、歳入歳出の決算状況について申し上げます。 

 なお、細部につきましては、この後、予算決算常任委員会で付託されると伺って

おりますので、私からは主だったものを申し上げますので、あらかじめご了承願い

たいと思います。 

 最初に、歳入決算について申し上げますので、第１表をお願いいたします。下の

表でございます。 

 歳入決算の総額５７億２，１０３万２，０００円、これのうち町税を初めとする

一般財源の総額は、次のページ、２ページの上段の表をご覧いただきたいと思いま

す。 

 表の一番下の一番左の欄でございます。 

 総額は、４３億４，４９５万１，０００円で、歳入決算の７５．９％を占めてお

ります。残りの２４．１％、こちらは国庫及び県支出金や諸収入の一部を含みまし

て、隣の欄になりますけれども、１３億７，６０８万１，０００円が特定財源とな

っております。 

 もう一度、１ページの方へ戻っていただきまして、第１表をお願いいたします。 

 内訳を申し上げます。第１款、町税の決算額は１４億３，２４１万８，０００円

で、前年度よりマイナス３，９１６万１，０００円。率にして２．７％の減となっ

ております。平成２５年度、２６年度は増額決算となっておりましたが、平成２７

年度は個人住民税、法人町民税、固定資産税の減少により、減額決算となりました。 
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 次の第２款、地方譲与税の決算額は８，９５８万１，０００円で、前年度比４０

５万４，０００円、４．７％の増となっております。これは地方揮発油譲与税と自

動車重量譲与税の増によるものでございます。 

 次に、第３款の利子割交付金ですが、平成２７年度の決算は３２５万円で、前年

度比１１０万３，０００円、２５．３％の減になっております。 

 次に、第４款の配当割交付金及び第５款の株式等譲渡所得割交付金でありますが、

この二つの交付金につきましては、上場株式の配当及び譲渡益に関して課される税

を原資に交付されるものでございます。 

 配当割交付金は、対前年で１，７７６万８，０００円の減、４２１万４，０００

円、株式等譲渡所得割交付金は１，６９２万６，０００円減の３４万円で、どちら

も大きく減少となっております。こちらにつきましては、先程町長の提案理由にも

ございましたように、前年度、県からの交付額が実際より過大にあったため、平成

２７年度分交付額から相殺する形で処理されたため、減額となったところでござい

ます。 

 続いて第６款、地方消費税交付金につきましては、前年度より９，９５７万１，

０００円増となりまして、２億４，２９２万４，０００円の決算となりました。 

 続いて、第７款は、ゴルフ場利用税交付金で、決算額は前年度と比べ３２万３，

０００円減の１，３８９万７，０００円でございました。 

 続いて、第８款は、自動車取得税交付金でございまして、県税としての自動車取

得税を原資に市町村道の延長並びに面積で案分して交付されるものでございます。

その額は６８６万５，０００円、４０．５％の増、２，３８２万３，０００円の決

算となりました。 

 第９款の地方特別交付金は、前年度５７万７，０００円増の４９５万４，０００

円となっております。 

 次に、歳入決算総額の３１．４％を占めております第１０款の地方交付税でござ

います。 

 特別交付税が５８５万１，０００円の減となりましたが、普通交付税で３，３２

６万４，０００円の増ということで、震災復興特別交付税で２万７，０００円の増

となっております。総額で前年度を２，７４４万円上回った１７億９，９００万３，

０００円の決算となったところでございます。普通交付税の増額は、新たな項目と
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して、人口減少特別対策事業費が基準財政需要額に算定されたことによるものでご

ざいます。 

 次に、第１１款の交通安全対策特別交付金の決算は、２７３万７，０００円、対

前年で１５万７，０００円の増となっております。 

 続いて、第１２款の分担金及び負担金、対前年では１，６０７万４，０００円減

額の１億１２３万３，０００円の決算となりました。主なものは保育所保育料負担

金５，１７５万６，０００円、学校給食費負担金４，８３８万円などとなっており

ます。 

 保育所保育料負担金では、第３子以降の保育料の軽減を行ったこと、また学校給

食費負担金では、幼稚園児数の減に伴う給食数の減少によるものとなっております。 

 次の１３款・使用料及び手数料は、前年度比４３２万４，０００円減の２，４０

９万６，０００円の決算となっています。 

 幼稚園児数の減少に伴う幼稚園、保育料の減が主な要因でございます。 

 続いて、第１４款は、国庫支出金の決算ですが、新規の地方創生関連事業交付金

５，１０６万２，０００円や、学校施設環境改善交付金７，０３３万３，０００円

により、全体では前年度の１億１，４０６万７，０００円、３０．９％増の４億８，

３４３万５，０００円の決算となっております。 

 続いて、１５款・県支出金では、全体で５，７３１万４，０００円、１９．４％

増の３億５，２０９万７，０００円の決算となりました。 

 新規としては、公共施設再生可能エネルギー等導入事業補助金、３，１８７万円

やプレミアム付商品券市町村交付金７４０万３，０００円等がございます。 

 次の第１６款は財産収入でございます。 

 財産収入全体では、前年度と同額の２４７万１，０００円となっております。 

 １７款の寄附金ですが、ふるさと納税の増によりまして、前年度と比較して３５

万５，０００円増の３３６万円の決算となっております。 

 次に、１８款の繰入金では、６８１万円減の２，１７６万４，０００円の決算と

なっております。 

 主なものといたしましては、食肉センター特別会計からの繰入金が減額となった

ことによるものでございます。 

 次に、１９款・繰越金につきましては、前年度より１，２７２万３，０００円減
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の６億３，５２７万１，０００円の決算となっております。 

 続いて、２０款・諸収入ですが、８，０１４万４，０００円増の２億４，８３６

万４，０００円となっています。増額の理由はプレミアム付商品券販売金１億円が

雑入になったことによるものでございます。 

 歳入決算の最後は２１款の町債でございます。平成２７年度の地方債発行額は、

１目・臨時財政対策債１億円、これは前年度と同額であります。 

 ２目は新規の借り入れで、全国防災事業債、これは小中学校屋内運動場の天井等

耐震化工事で１億３，１８０万円となっております。 

 なお、平成２７年度の地方債現在高につきましては、後程ご説明を申し上げます。 

 以上、歳入の決算総額は５７億２，１０３万２，０００円となりまして、前年度

と比べ４億７１４万円、７．７％の増となったところでございます。 

 続きまして、２ページをお願いいたします。 

 最初に上の表でございますが、ただいま申し上げました歳入決算につきまして、

左半分では一般財源と特定財源に、そして右半分では自主財源と依存財源に分けて

その状況を表にしたものでございます。後程お目通しをいただきたいと存じます。 

 それでは、次に歳出決算の説明をさせていただきます。 

 第２表、下の表になります、平成２７年度の歳出決算の総額は５１億９，８５５

万１，０００円となりまして、平成２６年度と比較いたしますと５億１，９９３万

円、１１．１％の増となっております。 

 目的別歳出決算の状況は、第２表のとおりでございますが、歳出決算総額に対し

て構成比の高い順に見てまいりますと、民生費が１３億７，７４９万４，０００円、

２６．５％で最も高く、続いて総務費の７億８，８２２万６，０００円、１５．２％

と続きます。 

 ３番目の衛生費でございますが、６億３，０５８万９，０００円、１２．１％、

以下教育費、土木費、公債費の順となっております。 

 それでは、順を追ってご説明申し上げます。 

 最初に第１款・議会費でございますが、６７６万９，０００円、７．２％の１億

１０５万８，０００円の決算となりました。 

 続いて、２款の総務費では、決算額７億８，８２２万６，０００円で、対前年で

は１億４，０４７万７，０００円、２１．７％の増となっております。増額の主な
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ものは地域消費喚起型事業費、地方創生先行型事業費の実施による増となっており

ます。 

 次は、３款の民生費でございますが、前年度と比較いたしまして、２，４７９万

６，０００円、１．８％増の１３億７，７４９万４，０００円の決算となっており

ます。増額の主なものは、自立支援給付費の増や国民健康保険特別会計、介護保険

特別会計に対する繰出金の増額によるものとなっております。 

 次に、第４款の衛生費です。決算額６億３，０５８万９，０００円、前年度より

２，３５３万２，０００円、３．９％の増となりました。主なものは保健センター

に設置しました災害対応型太陽光発電システム整備工事の実施によるものでござい

ます。 

 続いて、第５款の農林水産業費の決算額は１億９，１５１万３，０００円で、対

前年３，９７５万８，０００円、２６．２％の増になりました。主なものとしまし

ては、新規の農村地域防災減災事業調査計画業務委託料や、新規需要米等補助金の

増額などによるものでございます。 

 続いて、第６款は商工費でございます。決算額としましては前年度より１０２万

１，０００円、１．０％減の１億４４３万２，０００円となっています。企業誘致

奨励金の減によりまして減額決算となったところでございます。 

 続きまして、第７款の土木費でございますが、前年度比１億７０６万４，０００

円、２３．５％増の５億６，２６１万９，０００円となっております。平成２７年

度は町制施行６０周年記念といたしまして、安全安心なまちづくり事業を前倒しし

て実施したことによりまして、町道舗装補修工事１，４１５万円の増、あるいは町

道改良工事費で４，９８８万６，０００円の増などとなっております。 

 続いて、８款は消防費でございます。前年度を７４２万１，０００円上回ります

２億６，２４４万９，０００円の決算となっております。香取広域市町村圏事務組

合の負担金で常備消防分、非常備消防分、共に増額となったところでございます。 

 次に、第９款の教育費について申し上げます。歳出決算の総額は対前年度比１億

８，５７７万５，０００円、４２．５％増の６億２，２６７万７，０００円の決算

となりました。平成２７年度は新たに小中学校屋内運動場非構造部材等耐震化工事

を行ったことが主な要因となっております。 

 続きまして、１０款・災害復旧費についてですが、平成２７年度は大きな災害復
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旧事業がございませんでしたので、決算額は１万４，０００円となっております。 

 続いて、第１１款・公債費でございます。公債費の決算額は４億５，３０９万１，

０００円となりまして、前年度と比較しまして１，６０６万４，０００円の減とな

っております。なお、起債の残高や償還額の状況につきましては後程ご説明申し上

げます。 

 歳出決算の最後は１２款の諸支出金でございます。平成２７年度の財政調整基金

への積立を１億円行っております。また、東庄ふるさと応援基金積立金は、前年度

と比べ１５６万１，０００円増加となっております。この結果、１４１万８，００

０円増の１億４３８万９，０００円の決算となったところでございます。 

 以上、一般会計の目的別歳出の状況についてご説明申し上げました。 

 続きまして、３ページをご覧いただきたいと思います。歳出決算について、性質

別の状況を示したものでございます。 

 それでは、消費的経費と投資的経費について、その決算額及び構成比を見てまい

りますと、消費的経費３１億９，８８５万６，０００円で、構成比が６１．６％、

一方、投資的経費では８億５，５７４万３，０００円、１６．５％の構成比となっ

ております。また、前年度と比較しますと消費的経費の決算額では１億８，３６８

万９，０００円の増、投資的経費では３億２，２００万円の増となっております。 

 それでは、性質別の歳出決算について、第３表で見てみたいと思います。 

 まず、消費的経費のうち人件費の決算は、平成２７年度、８億４，３７６万６，

０００円、前年度と比べますと４，５７９万２，０００円、５．１％の減となりま

した。主に、職員数２名の減や育児休業者の増、また教育長不在による給料等の未

支出が要因となっております。 

 消費的経費の２番目は、物件費でございます。平成２７年度の決算額は５億７，

７９９万８，０００円、前年度と比べ５，２３６万４，０００円、率にして１０％

の増となっております。地方創生先行型事業委託料として、総合戦略策定や移住定

住関係事業が増額になったことが要因となっております。 

 ３番目は、維持補修費で、決算額は１，３１６万５，０００円で、前年度と比べ

３２６万円の増となっております。 

 続いて、４番目は扶助費でございまして、７億３，５８４万５，０００円の決算

で、１，７１１万４，０００円、２．４％の増となっております。保育事業委託料
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や自立支援給付費等、増加したことが主な要因となっております。 

 消費的経費の最後は、補助費等でございます。決算額は１０億２，８０８万２，

０００円となりまして、前年度と比較しますと１億５，６７４万３，０００円、１

８％の増となっております。これはプレミアム付商品券発行事業交付金の増が主な

要因でございます。 

 人件費から、ただいま申し上げました補助費等まで、消費的経費の決算額は先程

申し上げましたように、３１億９，８８５万６，０００円となりまして、歳出決算

総額に対する構成比は６１．６％を占めることになります。 

 次に、投資的経費のうち普通建設事業ですが、前年度決算より３億２，２００万

２，０００円、６０．３％の増となり、８億５，５７２万９，０００円の決算とな

りました。主な増は、小中学校屋内運動場非構造部材等耐震化工事、災害対応型太

陽光発電システム整備工事、道路改良工事などとなっております。 

 次の災害復旧事業につきましては、目的別歳出の災害復旧費でも申し上げました

内容と同様で１万４，０００円の決算となっております。 

 続いて、公債費ですが、こちらも目的歳出の公債費と同様で、４億５，３０９万

１，０００円の決算となっております。 

 次に、投資及び出資金、貸付金でございます。決算額は６，９５３万円となりま

して、前年度決算額に対して６９９万４，０００円、９．１％の減となっておりま

す。 

 続きまして、積立金でございますが、財政調整基金へ１億円、その他奨学基金や

ふるさと応援基金の積立を行い、決算額は１億４３８万９，０００円となりました。 

 性質別決算の最後は、繰出金でございます。決算額は５億１，６９４万２，００

０円となり、前年度決算額より３，５８８万１，０００円、７．５％の増となりま

した。これは国民健康保険特別会計や介護保険特別会計の繰出金が増加しているこ

とによるものでございます。 

 以上、人件費から繰出金まで、性質別歳出決算の内容を申し上げました。 

 次のページ、４ページから５ページにかけての円グラフ、これは今まで申し上げ

ました一般会計の決算についてグラフ化したものでございますので、後程ご参照い

ただければと思います。 

 それでは、５ページの下の方の財政構造についてご説明申し上げます。 
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 地方公共団体の財政力をあらわす数値として用いられます財政力指数は、地方交

付税の規定に基づきまして算出される基準財政収入額を基準財政需要額で除した数

値の過去３年間の平均であらわします。本町における平成２７年度の財政力指数は、

０．４６３となりまして、平成２６年度の財政力指数０．４５２と比較しますと０．

０１１ポイント増加しております。 

 次に、財政構造の弾力性をあらわします経常収支比率でございますが、性質別経

費の経常経費充当一般財源を計上一般財源で除しています。この数値は８５．７％

で、前年度の８５．４％より０．３ポイント増加しております。 

 また、この数値の計算式において、母数となる計上一般財源から臨時財政対策債

を除いた経常収支比率は８８．２％で、前年度より０．２ポイント増となっており

ます。経常収支比率は短期的には上下動がございますが、長期的には低水準で推移

していると認識しております。 

 とは言いましても、今後も更なる経常経費の節減、合理化を図り、経常収支比率

の抑制に努めなければならないと考えております。 

 次の６ページでは、過去５年間の一般会計歳入歳出決算について、その規模をグ

ラフにしてございます。後程ご覧いただければと思います。 

 それでは、大変恐縮ですが、７４ページをお願いいたします。 

 この表は、平成２７年度末現在の町債の現在高を表にしたものでございます。一

般会計における町債の状況につきまして、借入先、事業ごとに２６年度末と２７年

度末の残高を次の７５ページにわたって列記してございます。 

 ７５ページの一番下の合計欄でご覧いただきますと、平成２７年度末現在の残高

は元金が３５億４５８万６，０００円、これに利子の残高１億９，５７８万３，０

００円を合わせますと、合計３７億３６万９，０００円となっています。平成２６

年度末の元利計の現在高と比べて２億３，４７７万円の減少となりました。 

 また、この額を単純に平成２７年度末の住民基本台帳人口１万４，５５４人で割

り返してみますと、一人あたり２５万４，０００円という数字になります。この数

値は、前年度一人あたり２６万７，０００円と比べ１万３，０００円減少した計算

になります。 

 次の７６ページでは、水道会計事業並びに病院事業会計にかかります企業債の状

況を表にしたものでございます。 
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 次に、その下の表で、債務負担及び損失補償の状況について申し上げます。 

 区分欄に記載のように全て債務負担でございまして、損失補償はございません。

生涯にわたって支出が伴います歳入負担の状況でございますが、戸籍システム更新

事業及び国営大利根用水土地改良事業負担金、千葉電子調達システムサービス提供

業務の３件で、平成２７年度末では２，４５４万３，０００円となっております。 

 それでは、大変恐縮ですが、決算書、本冊の方をご覧いただきたいと思います。 

 ３３７ページをお願いいたします。３３７ページです。こちらでは財産に関する

調書について申し上げたいと思います。 

 １番として、公有財産でございまして、（１）として、土地及び建物普通財産と、

次のページの（２）土地及び建物（行政財産）について、表にしてございます。 

 最初に（１）普通財産ですが、土地につきまして、宅地の決算年度中増減高６７、

雑地の決算年度中増減高がマイナス４７となっております。この増減についてです

が、地籍調査事業による修正でございまして、実際の異動によるものではございま

せん。 

 続いて、３３８ページをご覧いただきたいと思います。 

 （２）行政財産の土地及び建物ですが、土地につきましては、公共用財産、その

他の施設の決算年度中増減高、マイナス１となっております。これにつきましても、

地籍調査によります修正でございます。 

 続いて、３３９ページの（３）出資による権利ですが、増減はございません。決

算年度末現在高は１，１２４万円及び５株となっております。 

 続きまして、大きな２番、物品について申し上げます。 

 決算年度中の増減ですが、パーソナルコンピュータの所有台数が１１台増加とな

っております。 

 続きまして、３４０ページをご覧いただきます。 

 大きな３番で、基金について申し上げます。 

 一般会計の財政調整基金は、１億９６万８，０００円の増で、決算年度末では１

４億４８６万３，０００円となっております。 

 次の減債基金、公共施設整備基金につきましては、決算年度中の増減はございま

せん。 

 次の、地域福祉基金は、利子分の５万１，０００円の増で、決算年度末現在高は
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５，７２０万５，０００円となっております。 

 続きまして、町民バス購入基金につきましては、利子分の１万円の増、決算年度

末で１，８７３万６，０００円となっております。 

 続いて、奨学基金では、指定寄附１００万円の積立を行い、奨学基金事業の交付

金として１５０万円の取り崩しを行いましたので、結果として５０万円の減となり、

決算年度末現在高は３７４万円となっております。 

 次に、土地開発基金ですが、地籍調査による修正として地籍面積が１４平方メー

トル増加しましたが、金額に増減はございません。 

 続きまして、３４１ページをお願いいたします。 

 東日本大震災復興基金ですが、６６７万１，０００円を取り崩し、１，４３９万

６，０００円の残高となっております。 

 次のふるさと応援基金ですが、ご寄附をいただきました２３６万円を新規に積み

立て、決算年度末現在高９６１万８，０００円となっております。 

 なお、次の三つの特別会計でございますが、私からは割愛させていただきます。 

 次に、郵便切手類購入基金でございます。この基金は３０万円の定額運用基金で

ございますので、年度中において有価証券としての郵便切手類と現金との間では移

動がございますが、結果的には増減のない基金となっております。 

 次に、大きな４番、土地開発基金運用状況報告書は、先程と同様で地籍調査によ

る修正、地籍１４平方メートルが増加しております。 

 最後のページ、３４２ページの表でございますが、先程郵便切手類購入基金が３

０万円の定額運用基金であるということを申し上げましたが、年間の運用状況を示

したものでございますので、後程ご覧いただければと思います。 

 以上、一般会計の決算について申し上げましたが、詳細につきましては決算常任

委員会、予算決算常任委員会におきまして説明があろうかと思いますので、私の方

からは以上で終わらせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（土屋 進君） 

 ありがとうございました。 

 ここで暫時休憩とします。再開は１１時１５分からとします。 

（午前１１時０４分 休憩） 

（午前１１時１５分 再開） 
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議長（土屋 進君） 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 町民課長、河津静夫君。 

町民課長（河津静夫君） 

 それでは、認定第２号、平成２７年度東庄町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

認定について、内容をご説明申し上げます。 

 決算参考資料の５９ページをお願いいたします。 

 中段、下段の表で説明をさせていただきます。なお、ページ上段の円グラフも併

せてご覧ください。 

 歳入総額は２６億６，１５８万３，０００円で、対前年度比４億２７７万円、１

７．８％の増でした。一方、歳出総額は２４億７，７０５万６，０００円で、対前

年度比３億８，０２２万８，０００円、１８．１％の増でした。歳入合計から歳出

合計を差し引いた実質収支は１億８，４５２万７，０００円の歳入超過でございま

す。実質収支額については、決算書３３２ページにてご覧いただくことが出来ます

ので、後程ご確認ください。 

 それでは、歳入の主なものを申し上げます。 

 １款・国民健康保険税は、５億２，６６９万９，０００円で、歳入全体の１９．

８％を占め、対前年度比２，４３１万３，０００円、４．４％の減、３款・国庫支

出金は５億５７８万１，０００円で、全体の１９％を占め、対前年度比３，２９７

万４，０００円、７％の増。 

 ５款・前期高齢者交付金、５億８７万円は全体の１８．８％を占め、対前年度比

５，０７４万４，０００円、１１．３％の増でした。 

 ７款・共同事業交付金４億９，３５１万円、全体の１８．５％。対前年度比２億

７，９２９万８，０００円、１３０．４％の増となりました。 

 ９款・繰入金は２億２，６０１万５，０００円で、全体の８．５％で、対前年度

比２，４２６万１，０００円、１２％の増でございます。 

 １０款・繰越金は１億６，１９８万６，０００円、全体の６．１％を占め、対前

年度比３，５９９万８，０００円、２８．６％の増でした。 

 続いて、歳出の主なものを申し上げます。 

 １款・総務費は４，０４３万７，０００円で、歳出全体の１．６％、対前年度比
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７１万２，０００円、１．７％の減でした。 

 ２款・保険給付費は１３億５，２７２万５，０００円、全体の５４．６％を占め、

対前年度比９，４６２万円、７．５％の増でした。 

 ３款・後期高齢者支援金等は、２億７，９３０万６，０００円で、全体の１１．

３％を占め、対前年度比１，０５３万６，０００円、３．６％の減でした。 

 続いて、６款・介護納付金は、１億１，８３８万６，０００円で、全体の４．８％

を占め、対前年度比１，９３３万９，０００円、１４％の減。 

 ７款・共同事業拠出金は５億１，３５２万１，０００円、全体の２０．７％を占

め、対前年度比２億８，６９８万７，０００円、１２６．７％の増でした。 

 ８款・保健事業費は、４，６３２万６，０００円で、全体の１．９％を占め、対

前年度比１４１万８，０００円、３．２％の増でした。 

 ９款・基金積立金は７，００５万円で、歳出全体の２．８％、前年度と同額でご

ざいます。 

 参考資料６０ページ以降は年度ごとの決算推移、一人当たりの療養諸費や保険税

の推移、保険給付状況などを見ることが出来ます。 

 恐縮ですが、決算書、３４１ページをご覧ください。 

 ２段目の左側、国民健康保険診療報酬支払準備基金の表をご覧ください。 

 安定的な医療費給付のため、国民健康保険診療報酬支払準備基金でございます。

年度末残高は１億６，５６５万４，０００円でした。 

 国民健康保険特別会計の説明は以上でございます。 

 続いて、認定第３号、平成２７年度東庄町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定についてご説明申し上げます。決算資料の６４ページをご覧ください。 

 歳入の主なものを申し上げます。歳入総額は１億２，２５６万４，０００円で、

対前年度比５１８万２，０００円、４．４％の増となりました。歳出総額は１億２，

２３７万８，０００円で、対前年度比５５９万４，０００円、４．８％の増でした。 

 歳入合計から歳出合計を差し引いた実質収支は１８万６，０００円の歳入超過で

ございます。実質収支額については、決算書３３３ページでご覧いただくことが出

来ますので、後程ご確認ください。 

 それでは、歳入の主なものを申し上げます。 

 １款・後期高齢者医療保険料は、８，３３０万４，０００円で、歳入全体の６８％
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を占め、対前年度比５２４万５，０００円、６．７％の増でした。 

 ３款・繰入金は、３，７８７万９，０００円で、全体の３０．９％を占め、対前

年度比１８万６，０００円、０．５％の増でした。 

 １款と３款で歳入全体の９８．９％を占めております。 

 次に、歳出ですが、１款・総務費は１７２万９，０００円で、歳出全体の１．４％、

対前年度比９万９，０００円、５．４％の増でした。 

 ２款・後期高齢者医療広域連合納付金１億２，０５７万１，０００円は、歳出全

体の９８．５％を占め、対前年度比５７５万７，０００円、５％の増でございまし

た。 

 後期高齢者医療特別会計の決算説明は以上でございます。よろしくお願いします。 

議長（土屋 進君） 

 まちづくり課長、大後修司君。 

まちづくり課長（大後修司君） 

 それでは、認定第４号、平成２７年度東庄町食肉センター特別会計決算について

ご説明いたします。参考資料の６５ページをお開き願いたいと思います。 

 初めに、歳入歳出決算の状況につきましてご説明いたします。 

 歳入合計は１億９９３万２，０００円となりまして、前年度と比較しまして５８

７万１，０００円、５．１％の減となりました。 

 歳入のうち１款・事業収入はセンターの各種使用料の合計で１億４３２万４，０

００円、前年度と比較しまして５６万７，０００円の増となっております。 

 次に、２款・繰越金ですが、５４６万５，０００円で、前年度と比較しまして６

４６万円の減となっております。 

 次に、３款・財産収入ですが、財政調整基金の積立利息で１３万２，０００円と

なっております。 

 次に、４款・諸収入ですが、歳計金の預金利子で１万１，０００円となっており

ます。 

 続きまして歳出ですが、合計で１億６７万９，０００円となり、前年度と比較し

まして９６５万９，０００円、８．８％の減となっております。 

 歳出のうち１款の事業費は食肉センターの維持管理運営にかかる経費となります

指定管理料及び消費税等で８，５６７万９，０００円、前年度と比較しまして３４
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万１，０００円の増となっております。 

 次に、２款・積立金ですが、５００万円を食肉センター特別会計財政調整基金と

して積立をしております。前年度と比較しまして５００万円の減となっております。 

 次に、３款・諸支出金ですが、一般会計への繰出金で１，０００万円。前年度と

比較しまして５００万円の減となっております。 

 歳入合計の１億９９３万２，０００円から歳出合計の１億６７万９，０００円を

差し引きました９２５万３，０００円が翌年度への繰り越しとなります。 

 続きまして、６６ページをお願いいたします。 

 搬入及び処理頭数についてご説明申し上げます。 

 産地別搬入頭数につきましては、（２）の円グラフのとおりとなっておりまして、

搬入頭数９万７５８頭のうち東庄町６万１，２２４頭、旭市２万４，８１４頭、香

取市１，２９２頭が主な搬入市町となっております。 

 と畜処理頭数につきましては、９万７５８頭で、平成２６年度と比較しまして１，

１６０頭、１．３％の増となっております。 

 食肉センターの稼働日数は２４３日で、一日平均処理頭数は３７３頭でございま

した。 

 次に、財政調整基金についてご説明を申し上げます。決算書の３４１ページをお

開き願いたいと思います。 

 上から３段目、左の表をご覧いただきたいと思います。食肉センター財政調整基

金といたしまして、２７年度は５００万円を積み立てましたので、２億４，３３３

万９，０００円の残高となっております。 

 以上で食肉センター事業会計の説明を終わります。 

議長（土屋 進君） 

 健康福祉課長、向後喜一朗君。 

健康福祉課長（向後喜一朗君） 

 それでは、認定第５号、平成２７年度東庄町訪問看護ステーション特別会計歳入

歳出決算の認定について内容をご説明申し上げます。決算参考資料の６７ページを

お開きいただきたいと存じます。 

 最初に、下段の（２）訪問看護の利用状況でございますが、平成２７年度の利用

者数の合計は２６５人、延べ件数１，５６６件でございます。なお、平成２６年度
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と比較しますと利用者数の合計で３４人、１１．４％の減、延べ件数で３８８件、

１９．９％の減となっております。 

 続いて、平成２７年度決算の状況についてご説明申し上げます。 

 ２７年度の決算額と構成比、前年度との比較増減を金額と率で申し上げます。そ

れでは歳入から申し上げます。 

 歳入の主なものは、１款・事業収入の１，３４５万８，０００円でございます。

構成比は全体の３９．０％を占めておりまして、前年度との比較では金額で３２１

万１，０００円、１９．３％の減となっております。減額の要因は先程申し上げま

した利用者数、利用件数の減によるものでございます。 

 ２款・繰入金につきましては、３６８万８，０００円で、構成比は１０．７％、

前年度との比較で、金額で６万２，０００円の減、率では１．７％の減でございま

す。これは一般会計からの繰入金でございます。 

 ３款・繰越金１，７３０万１，０００円につきましては、構成比５０．２％、前

年度との比較では金額で３５８万１，０００円の増、率で２６．１％の増となって

おります。これは前年度からの繰越金でございます。 

 ４款・諸収入３万９，０００円につきましては、構成比０．１％、前年度との比

較では金額で２，０００円の減となっております。 

 以上、歳入合計では３，４４８万６，０００円、前年度との比較では、金額で３

０万６，０００円の増、率では０．９％の増となりました。 

 次に、歳出について申し上げます。 

 歳出につきましては、１款・事業費のみで２，００４万２，０００円、前年度と

の比較では金額で３１６万３，０００円の増額で１８．７％の増となりました。増

額の主な要因は、前年度途中から正規職員３名体制となり、前年度と比較し人件費

が増となったことによるものでございます。内容としましては、職員３名の人件費

がほとんどで、その他、パソコンシステムの保守委託料及び使用料、訪問用車両２

台の維持費等でございます。 

 以上の結果、歳入歳出差し引きで１，４４４万４，０００円の黒字となりました。

これにつきましては、平成２８年度への繰り越しとなります。 

 以上で訪問看護ステーション特別会計決算の内容を終わります。 

 続きまして、６８ページをご覧いただきたいと存じます。 
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 認定第６号、平成２７年度東庄町介護保険特別会計歳入歳出決算について内容を

ご説明申し上げます。 

 平成２７年度は第６期介護保険事業計画３ヶ年の初年度でございました。前年度

に比べて被保険者数、サービス受給者数、介護給付費が増加しております。 

 歳入から申し上げます。 

 １款・保険料は、２億７，０８１万３，０００円、全体の構成比では２１．７％

を占めます。前年度との比較では、金額で３，８０６万９，０００円の増、率にし

て１６．４％の増となっております。 

 増額の要因は、６５歳以上の第１号被保険者の増加と介護保険料引き上げによる

保険料の増額によるものでございます。 

 ２款・使用料及び手数料２万２，０００円につきましては、介護保険料未納者へ

の督促手数料でございます。 

 次に、３款・国庫支出金から５款・県支出金につきましては、主に介護保険法で

定められた介護給付費、地域支援事業費に対するそれぞれの負担金でございます。 

 ３款・国庫支出金２億６，８９１万円、４款・支払基金交付金３億１，０３１万

２，０００円、５款・県支出金１億６，２５５万１，０００円でございます。合算

しますと７億４，１７７万３，０００円、構成比では５９．３％を占めることにな

ります。前年度との比較では、金額で１０３万７，０００円の減、率にして０．１％

の減、ほぼ同額となっております。これは保険給付費の増加に伴い国庫支出金が増

える一方、社会保険診療報酬支払基金からの交付金が、第２号被保険者負担率がマ

イナス改定されたことに伴い、減となったことで、結果として前年度とほぼ同額と

なりました。 

 ６款・財産収入３万３，０００円につきましては、介護給付費準備基金を定期預

金で１年間運用したことによる利子分の収入でございます。 

 ７款・繰入金につきましては、１億８，９３３万円、構成比１５．１％、前年度

との比較では金額で８４１万５，０００円の増、率にして４．７％の増でございま

す。内訳は介護保険法で定められた一般会計の介護給付費及び地域支援事業費に対

する負担分等が１億５，４８６万１，０００円、職員給与等の総務費負担が３，４

４６万９，０００円となっております。 

 ８款・繰越金４，８７５万円につきましては、構成比３．９％、前年度との比較
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では金額で７９万３，０００円の増、率にして１．７％の増となっております。こ

れは前年度からの繰越金でございます。 

 ９款・諸収入１７万３，０００円につきましては、前年度との比較では金額で１

１万９，０００円の増、率にして２２０．４％の大きな増となっております。増額

の主な要因は、出納室で管理する歳計金預金利子の増加でございます。諸収入の内

容はこのほか保険料滞納による延滞金などでございます。 

 以上、歳入合計では１２億５，０８９万４，０００円、前年度との比較では金額

で４，６３６万８，０００円の増、率にして３．８％の増となりました。 

 続いて、歳出について申し上げます。 

 １款・総務費は３，３６６万５，０００円、全体の構成比では２．８％、前年度

との比較では金額で９４４万２，０００円の減、率にして２１．９％の減となりま

した。減額の主な要因は職員の異動による人件費の減額です。 

 次に、歳出の大部分を占める２款・保険給付費につきましては、１１億４６２万

８，０００円で、構成比９３．３％、前年度との比較では金額で１，９１３万円の

増、率にして１．８％の増となりました。増額の主な要因は居宅介護サービスの利

用の増などによるものでございます。 

 なお、下段の（２）保険給付状況にサービス別の件数、給付金額を記載してござ

いますので、ご覧いただきたいと存じます。 

 ３款・地域支援事業費は、１，４９５万６，０００円、構成比１．３％、前年度

との比較では金額で２２万７，０００円の増、率にして１．５％の増となりました。

なお、この事業は要介護認定を受けていない方などへの介護予防事業、総合相談、

ケアマネジャー相互の情報公開や支援等の包括的支援事業及び町独自の任意事業を

実施したものでございます。 

 ４款・公債費につきましては、一時借入を行っておりませんので、支出はござい

ません。 

 ５款・諸支出金は３，０４５万２，０００円、構成比２．６％、前年度との比較

では金額で１，８０１万１，０００円の増、率にして１４４．８％の増となりまし

た。これは前年度の介護給付費及び地域支援事業費の精算による返還金、介護給付

費準備基金積立金などでございます。増額の主な要因は、介護給付費準備基金積立

金２，０００万円の積立によるものでございます。 
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 以上、歳出合計では１１億８，３７０万１，０００円、前年度との比較では金額

で２，７９２万６，０００円の増、率にして２．４％の増となりました。 

 以上の結果、歳入歳出差し引きで６，７１９万３，０００円の黒字となりました。

なお、国庫支出金等の精算を平成２８年度に行い、精算後において余裕資金は５，

０００万円程度となる見込みでございます。 

 続きまして、介護保険関係の基金の状況についてご説明を申し上げます。お手数

ですが、決算書本冊の３４１ページをお願いいたします。 

 ２段目の右側に記載してございます介護保険給付費準備基金につきましては、平

成２７年度中、２，０００万円の積立金に定期預金運用利子３万３，０００円を加

えた２，００３万３，０００円を積み立てており、年度末残高は８，０３８万１，

０００円となっております。 

 以上で介護保険特別会計決算の説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

議長（土屋 進君） 

 まちづくり課長、大後修司君。 

まちづくり課長（大後修司君） 

 それでは、認定第７号、平成２７年度東庄町水道事業会計剰余金の処分及び決算

認定についてご説明申し上げます。 

 最初に、決算につきまして、参考資料の６９ページをお願いいたします。 

 決算状況の（１）収益的収入及び支出でございますが、収益的収入は４億２，０

０８万８，０００円で、前年度との比較では３９９万４，０００円の増額となって

おります。収入のうち営業収益が３億２，０５６万７，０００円で、内訳は水道料

金であります給水収益が３億１，３００万７，０００円で、収入全体に占める割合

が７４．５％、それと給水申込金、他会計負担金他が７５６万円で１．８％となっ

ております。営業外収益では、９，９５２万１，０００円で、内訳は一般会計から

の高料金対策に対する補助金が５，０００万円で１１．９％。千葉県からの補助金

が３，８２３万円で９．１％、長期前受金戻入他が１，１２９万１，０００円で、

２．７％となっております。 

 次に、収益的支出は３億４，９７７万円で、前年度との比較では２１９万７，０

００円の減額となっております。支出のうち営業費用が３億４，６８３万３，００

０円で、内訳は東総広域水道企業団からの受水費が２億３，３４８万３，０００円
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で、支出全体に占める割合が６６．８％、減価償却費が５，５４５万８，０００円

で１５．９％、人件費が３，１１２万９，０００円で８．９％、動力費委託料他が

２，６７６万３，０００円で、７．６％となっております。 

 営業外費用他は、企業債の支払利息等で２９３万７，０００円となっております。 

 次に、（２）の資本的収入及び支出でございますが、収入はございません。支出

は総額２，４８２万１，０００円で、内訳は建設改良費が４０８万２，０００円、

固定資産取得費が１，３７７万２，０００円、企業債償還金が６９６万７，０００

円となっております。建設改良費につきましては、配水管切り回し工事他、固定資

産取得費につきましては、新堀配水場の流量計の更新工事他でございます。 

 収支の不足額２，４８２万１，０００円は、当年度消費税及び地方消費税資本的

収支調整額１３１万８，０００円、減債積立金６９６万７，０００円及び過年度分

損益勘定留保資金１，６５３万６，０００円で補填しております。 

 次に、経営状況の（１）の決算の推移でございますが、平成２３年度から２７年

度までの５年間の収益的収支につきまして下記の表のとおりでございます。 

 平成２７年度の収支では、７，０３１万８，０００円の純利益となっております。 

 続きまして、７０ページをお願いいたします。 

 （２）業務量でございますが、平成２７年度、年度末給水人口は１万２，１５５

人で、前年度と比較しまして１４７人の減、普及率は８３．５％で０．１ポイント

の増となっております。年度末給水戸数は４，０４７戸で６戸の増、年間給水量で

は１４４万９，２２１立方メートルで、４２１立方メートルの増、年間取水量は１

４１万９，６５１立方メートルで、８０９立方メートルの増となっております。 

 有収水量率につきましては、９８％で前年度との比較では０．１ポイントの増と

なっております。 

 続きまして、剰余金の処分につきまして、決算書の２９４ページをお願いいたし

ます。 

 平成２７年度東庄町水道事業剰余金処分計算書（案）でございます。 

 表の右の欄をご覧いただきたいと思います。未処分利益剰余金の当年度末残高は

７，７２８万５，６７９円で、これを議会の議決による処分として剰余金や資本金

へ組み入れるものでございます。 

 まず、建設改良積立金に当年度純利益分の７，０３１万８，５２９円を積み立て、
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将来の水道施設更新工事に充てるものでございます。 

 次に、組入資本金に組み入れる額６９６万７，１５０円は、平成２７年度企業債

償還元金分で、これを資本金に組み入れるものでございます。これらの処分内容に

つきまして、議会の議決をお願いするものでございます。 

 以上で水道事業会計剰余金処分及び決算認定についての説明を終わります。よろ

しくお願いいたします。 

議長（土屋 進君） 

 病院事務長、海上孝君。 

病院事務長（海上 孝君） 

 それでは。認定第８号、平成２７年度東庄町国民健康保険東庄病院事業会計決算

について、内容をご説明申し上げます。決算参考資料の７１ページをお願いいたし

ます。 

 平成２７年度の収益的収支の決算の状況でございますが、収入総額１１億２，８

５９万円、支出総額１０億８，３９５万８，０００円で、損益計算における当年度

純利益は４，４６３万２，０００円となり、６年連続で黒字を達成いたしました。 

 病院事業収入についてですが、上の円グラフの内側、医業収益が１０億７９１万

８，０００円、収入総額に対する構成比は８９．３％、医業外収益が１億２，０６

７万２，０００円、構成比１０．７％でございます。 

 医業収益の内訳ですが、円グラフの外側、入院収益が１億９，４９８万４，００

０円、収入総額に対する構成比は１７．３％、外来収益が５億２，０６５万６，０

００円、構成比４６．１％、室料差額・人間ドック・各種健診などのその他医業収

益が７，７０１万４，０００円、構成比６．８％、介護保険事業収益が２億１，５

２６万４，０００円、構成比１９．１％でございます。 

 次に、医業外収益の内訳ですが、一般会計からの繰入金などの負担金交付金が７，

６６３万６，０００円、構成比６．８％、長期前受金戻入額・患者外給食収益など

のその他医業外収益が４，４０３万６，０００円、構成比３．９％でございます。 

 続いて、病院事業支出についてですが、下の円グラフ内側、医業費用が１０億２，

０６１万円、支出総額に対する構成比は９４．２％、医業外費用が６，３３４万８，

０００円、構成比５．８％でございます。 

 医業費用の内訳ですが、円グラフの外側、給与費が４億６，６２３万５，０００
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円、支出総額に対する構成比は４３％、材料費が３億３，８３７万４，０００円、

構成比３１．２％、経費が１億４，６６１万５，０００円、構成比１３．６％、減

価償却費研究研修費などのその他が６，９３８万６，０００円、構成比６．４％で

ございます。 

 次に、医業外費用６，３３４万８，０００円の主なものは企業債利子２，３１３

万５，０００円、仕入れにかかる消費税関係雑支出３，７６０万円で、構成比５．

８％でございます。 

 ７２ページをお願いいたします。 

 資本的収支の決算の状況でございますが、収入合計６，７６９万２，０００円、

支出合計１億２１２万３，０００円で、収支不足額３，４４３万１，０００円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７５万５，０００円と過年度分損

益勘定留保資金３，３６７万６，０００円で補填したものでございます。 

 収入の内訳ですが、企業債償還金元金分等の一般会計からの出資金３，０００万

円と電子カルテシステム更新等にかかる国保会計からの出資金３，７６９万２，０

００円を合わせました６，７６９万２，０００円となります。 

 支出の内訳ですが、建設改良費３，８６４万４，０００円と企業債償還金６，３

４７万９，０００円でございます。建設改良費の主なものは、調剤支援システム及

びＸ線テレビシステムの更新でございます。 

 次に、収益的収支の決算の推移ですが、平成２３年度から平成２７年度までの５

年間を記載しております。平成２７年度は、収入１１億２，８５９万円、前年度と

比較して２，７０７万６，０００円の増、支出は１０億８，３９５万８，０００円

で、前年度と比較して８５３万４，０００円の減となっており、平成２７年度純利

益は４，４６３万２，０００円となりました。 

 次に、入院・外来患者数の推移ですが、平成２３年度から平成２７年度の５年間

を記載しております。平成２７年度入院延べ患者数は２万２４人、前年度と比較し

て１，４４５人の増、外来延べ患者数は２万９，６７２人で、前年度と比較して１

９１人の増となりました。 

 一日当たりの患者数では、入院が５４．７人、外来が１１１．５人となります。 

 ７３ページをお願いいたします。 

 平成２７年度末病院事業債現在高でございますが、合計で元金が７億８，１９８
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万９，５９５円、利子が１億３，３９３万６，９６２円、合計で９億１，５９２万

６，５５７円となっております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

議長（土屋 進君） 

 ありがとうございました。 

 ここで暫時休憩とします。再開は午後１時からとします。 

（午前１１時５２分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

議長（土屋 進君） 

 それでは、休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 本決算について、提出者からの説明が終わりましたので、ここで監査委員の代表

から審査報告の説明を求めます。 

 監査委員、平山茂君 

監査委員（平山 茂君） 

 それでは、議案書５９ページをお願いします。 

 平成２７年度東庄町一般会計・特別会計歳入歳出決算審査及び基金運用状況審査

について申し上げます。 

 意見書報告を申し上げる前に、議会の皆様におきましては、既にこの意見書につ

いてはお目通しいただいておられるものと思いますので、時間の都合の関係もある

ことから、細かい数字や意見についても、ところどころ端折って申し上げたいと、

そういうふうに思いますので、あらかじめご容赦のほど、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 それでは、６０ページをお願いします。 

 まず、一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見書から報告をいたします。 

 まず一番目の審査の対象は、平成２７年度東庄町一般会計歳入歳出決算から（６）

の平成２７年度東庄町介護保険特別会計歳入歳出決算までの６会計であります。審

査の期間はご覧のとおりでございます。審査の経過につきましても、以下のとおり

でありますので、お目通しをお願いいたします。 

 次に、審査の結果について申し上げます。 

 審査に付された各会計の歳入歳出決算書は、関係法令に則り作成され、計数は関
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係諸帳簿等照合の結果正確であり、予算の執行については、概ね所期の目的に沿っ

てなされており、内容も正当なものと認定をいたしました。 

 また、財産に関する調書につきましては、財産状況・異動状況についての計数も

正確であると認められた。 

 次に、５番目の決算の概要でありますが、次のページに実質収支のここ３年間の

実績を提示していますので、参考にしていただきたいと思います。 

 その内容のとおり、平成２７年度における一般会計と特別会計の決算総額単純合

計は、歳入で９９億４９万１，０００円、歳出では９１億２４０万７，０００円で

ありました。 

 実質収支額は、７億２，４５０万４，０００円となっております。平成２７年度

におきましては、町制施行６０周年として、各種事業を実施しております。一般会

計においては、約５億円の増額決算となり、実質収支額は大幅減となっております。 

 また、一般会計における実質単年度収支は、平成２０年度以降、黒字決算を継続

していましたが、平成２７年度において約３，０００万円の赤字となった。これは、

この記念事業による影響と考えられます。今後も財政運営の健全化に向けて努力さ

れていただきたい。 

 ６２ページをお願いします。 

 次に、総括評価でありますが、まず、財政力指数ですが、これは皆さん方がよく

ご存じの通りと思います。割愛させていただきます。 

 次に、経常収支比率ですが、これも同じく、皆さんよくご存じの通りだというふ

うに思いますので、説明は割愛させていただきます。 

 それでは、③の財源内訳及び性質別歳出の状況であります。 

 歳入における財源内容は、自主財源が４３．２％、依存財源が５６．８％であり、

自主財源比率が対前年度比で２．８ポイントの減となっております。構成比は以下

の通りでありますので、ご覧いただきたいと思います。 

 平成２７年度は、町制施行６０周年の年として道路整備事業や各種地方創生事業

を行ったため、消費的経費では、約１億８，０００万円の増、投資的経費では約２

億３，０００万円の増となり、約５億円の増額決算となっております。このような

状況下の中、今後はなお一層の厳しい財政状況が見込まれるため、予算の編成、あ

るいは執行において、一層の経費削減に努められるよう要望するものであります。 
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 なお、人件費について、平成２７年度決算では１６．２％であり、平成２１年度、

６３ページをお願いします。決算以降、２０％台を下回っている、これは機構改革

の一環と共に、職員の理解と協力及び努力の成果として大いに評価するものであり

ます。 

 次に④町税の滞納及び不納欠損については、ここは特に滞納整理についてであり

ますが、中段から、滞納整理を税関係職員全員で取り組み、あるいは滞納者の財産

調査や差し押さえを積極的に執行するなど、徴収率は９０％台の高いレベルを保っ

ており、対応に対する職員の高い意識で立ち向かう徴収努力は評価するものであり

ます。 

 しかしながら、徴収率は、健全な財政運営のためにも、その根幹をなすものであ

り、更なる納税意識の高揚を図り徴収率の向上に努められたい。 

 なお、平成２６年度から導入しましたコンビニ収納については、納税者の８．９％

の方が利用し成果を上げており、今後も利便性を考慮し、より良い収納等の取り組

みに期待するところであります。 

 次に、特別会計でありますが、まず、国民健康保険特別会計ですが、国保税の不

納欠損額は、９１９万５，０００円、収入未済額は、１億６，７９４万３，０００

円。収入未済額は、多少なりに減少傾向が続いており、不納欠損額については、こ

こ数年、増加傾向であったが、平成２７年度は多少ではあるが減少となっている。 

 また、国保税全体の徴収率は、平成２７年度は７４．８％となっております。徴

収率は多少改善され、不納欠損額及び滞納額も対前年度比、減少しているものの、

まだまだ低水準であり、憂慮すべき事態であることに変わりは無いと考えます。こ

のような状況が続くと、善良な納税者の納税意欲を欠くばかりか、目的税の持つ役

割とその制度そのものの存続を揺るがしかねないものであります。今後とも悪質な

滞納者に対しては、資格証制度の適用を強化するなど、積極的に滞納額の減少に努

められたい。 

 次に、介護保険特別会計ですが、介護保険料の徴収率は、９８．１％、高水準を

保っていることは評価するものであります。しかしながら、返納金において、収納

未済額が発生しているため、返還計画に基づき返納されるよう指導されたい。 

 次に、歳計現金及び基金ですが、まず財政調整基金であります。 

 過去５年間の財政調整基金の推移は、次のとおりであります。お目通しいただき
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たいと思います。 

 これらのことは、経費の削減と効率的な行政運営により、余剰を蓄えた成果とし

て評価するものであります。 

 財政調整基金は、災害など不測の事態において、その果たす役割は大きいことか

ら、今後とも積立額の堅持に努められたい。 

 次に、国民健康保険診療報酬支払準備基金ですが、ここでは特に医療費は今後と

も増大することが見込まれると共に、緊急事態に対応するためにも基金の更なる充

実を図られたい。 

 次に、③の公共施設整備基金ですが、特にこの基金は平成２１年度から平成２７

年度まで、同額となっております。下の方で、その設置目的及び整備対象公共施設

を再度検証し、有効な基金運用を検討されたい。 

 最後に、総括的意見でありますが、ここでは大事なところでありますので、全文

を読み上げさせていただきたいと思います。 

 平成２７年度は、町制施行６０周年の年として各種事業を展開し、決算における

財政状況は、歳入歳出増額となった。歳入面においては、税収の減額が見られたが、

地方消費税交付金・地方交付税・町債等がふえ、歳入全体では約４億円の増額とな

った。一方、歳出では、地方創生事業、道路改良事業、教育施設改修事業等が行わ

れ、歳出全体で約５億２，０００万円の増額となり、実質収支額は全体的に減額と

なった。 

 財政指標では、財政力指数は多少上昇傾向にあり、他の指標の中には個々の変動

率の相違はあるものの改善されているものもある。特に、一般会計における人件費

の割合が、永年財政改革に取り組んできた結果により低位に保たれている。しかし

ながら、近年順調に推移している本町の財政状況が町民に真に理解されているか懸

念される部分もある。要望として、更にわかりやすい形での町民への広報に努めて

いただきたい。 

 また、人件費を低位に保つことは、今後予想される厳しい財政運営の中で当然の

ことでもあり、本町のこれからの財政支出の増大が予想される中、更なる削減も視

野に入れなければならない。しかしながら、人件費を削減するにあたっては、単な

る人員削減でなく、職員の職場環境を考慮した更なる機構改革と、新たな事務シス

テムの導入（投資）等も引き続き検討していくことを望む。 
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 財政運営においては、税及び地方交付税等の財源の確保が厳しい状況も見込まれ

るところであります。一方、少子高齢化社会の進行に伴い、保健・医療・福祉施策

に要する経費の増加が避けられない状況であり、更には消防・清掃事業等、広域行

政に要する負担金の増大も考慮されなければならない。 

 今後とも財政運営にあたっては、事務事業の重点化の検討と、更なる歳入の増収・

歳出の縮減に取り組み、健全なる行政運営を望むものである。 

 ６６ページをお願いします。 

 続きまして、平成２７年度東庄町水道事業会計及び東庄町国民健康保険東庄病院

事業会計決算審査について意見を申し上げます。 

 ６７ページをお願いします。 

 審査の対象は、（１）（２）の両会計であります。 

 審査の期間については、平成２８年７月２９日。 

 審査の経過については、お目通しをお願いしたいと思います。 

 ４番、審査の結果は、審査に付された各会計の決算書は、関係法令に則り作成さ

れ、計数は関係諸帳簿等照合の結果正確であり、予算の執行については、概ね所期

の目的に沿ってなされており、内容も正当なものと認定した。 

 次、５番目の決算概要ですが、ここでは両会計とも午前中の説明の内容とダブる

ところがあろうかなというふうに思います。お目通しいただくことで割愛させてい

ただきます。 

 特に申し上げますとすれば、両会計とも純利益が生じていることであります。 

 ６８ページをお願いします。 

 中段のところ、総括的意見を申し上げます。 

 東庄町水道事業会計でありますが、実積については以下に記してあるとおりであ

りますが、特に一番下から６行目、経営状況については、近年、事業収益全体では、

多少の変動はあるものの、収益の基軸である給水収益がほぼ横ばいで続いており、

事業費用も定常的に推移しているため、黒字決算を維持している。 

 しかしながら、給水原価が２３８．５３円、供給単価が２２０．４８円となり、

依然として給水原価が供給単価を上回っており、給水にかかる費用が水道料金によ

る収入以外の他の収益で賄われていることに変わりはありません。水道事業の本旨

である飲料水の安定供給を図ることはもとより、災害時における給水体制、それか
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ら設備の充実も期待されるところであります。なお一層の経営努力に取り組み、損

失が生じないよう健全経営を目指していただきたい。 

 以下、少し省略しまして、このような状況下、町民から理解の得られるよう設備

の管理を強化し、中長期的な経営計画を策定されることを強く要望するものであり

ます。 

 最後に、東庄町国民健康保険東庄病院事業会計であります。 

 平成２７年度決算においては、病床利用率では、年間平均６８．４％、対前年比

４．８％増加したものの、健全経営の指標の一つである７０％台を維持することが

出来なかった。今後は、その時々の医療環境に当院の体制をいち早く適応させ、医

療・介護保険適用病床数の利用率の向上に努力されたい。 

 経営状況については、平成２２年度から、６年連続で黒字決算となっていること

は大いに評価するものであります。 

 とりわけ、厳しい人員配置の中で収益を確保していることから、院長を初め病院

関係職員の努力も評価するものであります。 

 また、平成２６年度には、リハビリ機器の導入や臨床検査システム及び電子カル

テシステムの更新がされ、これに併せ平成２７年度に調剤システムの更新が行われ

ております。これは高度医療の要求に応えると共に、地域住民の健康増進につなが

るものであり、更なる充実を図られたい。 

 後期研修プログラムの取組みは、医師の確保に奏功したところで、今後の地域医

療において医師の確保は運営においては最重要課題であることから、引き続き、医

師・看護師など医療スタッフの確保に取り組み、医療体制の充実と患者サービスの

向上に努められたい。 

 今後とも旭中央病院との連携を軸に地域の中核医療・療養施設としての役割を果

たすべく、医師等の確保に万全を期すと共に、地域住民に対して安全で安心な医療

が提供されることを望むものである。 

 以上であります。 

議長（土屋 進君） 

 ありがとうございました。 

 説明が終わりました。ただいま議題となっております認定第１号から認定第８号

までについて、会議規則第３８条第１項の規定により、お手元の付託表のとおり所
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管の常任委員会に審査の付託をしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（土屋 進君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、認定第１号から認定第８号までについては所管の常任委員会に付託

の上、審査することに決定しました。 

 日程第９、請願第６号、道路拡張整備及び側溝整備に関する請願及び日程第１０、

請願第７号、道路拡幅及び排水整備に関する請願、以上２件を一括議題とします。 

 職員に請願の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（土屋 進君） 

 ここで請願紹介議員から趣旨説明を求めます。 

 初めに、請願第６号、道路拡張整備及び側溝整備に関する請願について、７番、

大網正敏君。 

７番（大網正敏君） 

 では、紹介議員を代表いたしまして、町道２００６号線拡張整備及び側溝整備の

請願をご説明いたします。 

 この道は、日常の生活関連道路でございまして、特に緊急自動車等が入る場合に

はとても狭く、中に入って、袋小路状態になってしまっています。従いまして、Ｕ

ターンをして出てくるという形になりますので、出来ることだったら通り抜け出来

るような道にしたいということです。 

 それと雨が降った場合には、道が大分ぐちゃぐちゃになっておりまして、排水が

真ん中にございまして、両脇には排水もどきがございません。 

 雨のときは特に水たまりが大きくなりまして、道路が冠水してしまいまして、道

路に出られない状態があるということでした。この間の台風の時、ちょっと見にい

きましたところ、一面水たまりになっておりました。 

 従いまして、住民の皆様方が早くもこの道を整備してくださいということでした。 

 以上をもちまして、ご説明をいたしまして、採択いただけますよう、よろしくお

願いをいたします。 
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議長（土屋 進君） 

 次に、請願第７号、道路拡幅及び排水整備に関する請願について、３番、佐久間

義房君。 

３番（佐久間義房君） 

 町道２０２５線から桁沼管理道路を経由して町道２０２７号線へ抜ける道路の請

願の趣旨説明を行います。 

 この道路沿いに現在は家は２軒しか建っておりませんが、来年１月までに完成予

定の家が１軒、またこの道路沿いに出来ます。それの排水路がちょっとないもので

すから、ポンプアップ方式で、逆方向に流すというような方法で、とりあえずそう

いう状況で建築確認をとっておるそうです。 

 この道路が、整備することによって、その前の土地も是非分譲して、売り出した

いというように、道路が出来ることによって、ますます発展する要素がたくさんあ

りますので、早急に整備のことをよろしくお願いします。 

 財政困難の折から、大変だと思いますけど、町議会のご審査と、ご理解のもと、

採択くださいますようよろしくお願いいたします。 

議長（土屋 進君） 

 この請願は、会議規則第９１条第１項の規定により、お手元の付託表のとおり、

所管の常任委員会に審査の付託をします。 

 日程第１１、休会の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 委員会審査等のため、９月８日から１５日までの８日間を休会としたいと思いま

す。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（土屋 進君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、９月８日から１５日までの８日間を休会とすることに決定しました。 

 これで本日の日程は全部終了しました。 

 ９月１６日の会議は、議事の都合により午後２時３０分に繰り下げて開くことに

します。 
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 本日はこれで散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 １時３３分 散会） 

 


